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１．はじめに

　集成材や製材等の各種木材の強度性能を保証するため

には、木材のヤング係数を測定して強度等級を決定する

必要がある。集成材においては、挽き板ラミナのヤング

係数を測定し、各層に定められたヤング係数のラミナを

配置することにより製品の強度等級を決定している。一

方、製材においては、製品のヤング係数を測定して強度

等級を決定している。最近では、集成材においても、製

品の正確な品質が求められる機会が多くなり、個々の製

品のヤング係数を測定する必要性が高まってきている。

　ヤング係数には、測定方法の異なる各種のものがある。

集成材および製材の日本農林規格（以下、JAS と略す。）

では、静的な曲げ試験から求める曲げヤング係数を採用

しているが、その測定のためには製品の寸法に合わせた

曲げ試験機が必要となり装置が大型になるとともに、測

定に要する時間も必要である。そこで、曲げヤング係数

は工場内での測定には適していないと考えられる。なお、

曲げヤング係数では、せん断変形の影響により測定され

るヤング係数が変化するため、JAS では長さを木材の厚

さの20倍に統一するなど曲げ試験の条件を統一している。

　その他には、木材の木口面を打撃して、その際に発生

する打撃音の固有振動周波数から求める縦振動ヤング係

数が、製材および素材の JAS で採用されており、短時

間で各種形状の木材のヤング係数の測定が可能である。

縦振動ヤング係数では、木材内部の材質の平均値として

のヤング係数が測定されるため、荷重方向での外側の材

質の影響が大きい曲げヤング係数とは異なった値となる

場合がある。そこで、製材の JAS では、縦振動ヤング

係数を用いる場合には、曲げヤング係数への適切な補正

を行う必要があり、樹種毎に両者の関係を測定して補正

式を作成している１）。集成材では外層にヤング係数の高

いラミナを配置するのが一般的であり、縦振動ヤング係

数はこのような集成材のヤング係数の評価方法には適し

ていないと考えられる。

　同様に短時間で木材のヤング係数を測定する方法とし

て、木材の側面を打撃して、その際に発生するたわみ振

動から求めるたわみ振動ヤング係数があり、集成材に対

たわみ振動法を用いた集成材のヤング係数測定方法の開発＊１

中田欣作・梶谷俊郎＊２・竹村嘉城＊３・三田厚志＊４

　工場内において集成材のヤング係数を測定する可能性を検討するために、幅105㎜、厚さ120～300㎜、

長さ1800～5985㎜のスプルース対称異等級構成中断面構造用集成材194本を用いて、たわみ振動法に

よりヤング係数を測定し、曲げ試験によるヤング係数との比較を行った。また、たわみ振動法を用い

た実用的なヤング係数測定装置を作製し、工場内において集成材のヤング係数の測定を行った。

　たわみ振動ヤング係数を測定するためには、支点位置を正確に位置決めするとともに、打撃位置を

支点以外の位置とする必要があった。すべての条件の集成材において、たわみ振動ヤング係数と曲げ

ヤング係数は良く一致し、長さの変化および内外層の材質の変化に伴うヤング係数の変化に関して、

たわみ振動法では曲げヤング係数と同等の測定が行えることが分かった。たわみ振動ヤング係数は曲

げヤング係数より３％高い測定値を示したが、両者の関係より得られた回帰式を用いてたわみ振動ヤ

ング係数の補正を行うことにより、両者は一致した。たわみ振動ヤング係数により決定された集成材

の強度等級は、80％の試験体において曲げヤング係数により決定された強度等級と同一であった。

　実用的な装置により測定したたわみ振動ヤング係数は実験室での測定値とほぼ同一であり、曲げヤ

ング係数と良く一致した。工場内で集成材のヤング係数を測定する方法としては、たわみ振動法は最

も優れた方法であるといえる。

＊１：本研究は第28回日本木材加工技術協会年次大会（2010年10月）において発表した。
＊２：㈱トータル・ビルダーズ・システム　＊３：㈱エーティーエー　＊４：内外工業㈱
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しても適用できる可能性があることが報告されている2,3）。

　本研究では、工場内において個々の集成材のヤング係

数を測定することにより集成材の強度性能を正確に保証

するシステムを構築するために、たわみ振動法を用いて

集成材のヤング係数を測定する方法を検討した。また、

その検討結果を基にして実用機を製作し、工場内に設置

して測定を行い、その実用性について検討した。

　なお、本試験は（株）トータル・ビルダーズ・システム

からの受託研究として行ったものである。

2. 材料および方法

2.1　供試材料とヤング係数の測定方法

　表１に示す幅105㎜、厚さ120～300㎜、長さ1800～

5985㎜のスプルース対称異等級構成中断面構造用集成材

194本を用いて、曲げ試験、たわみ振動試験および縦振

動試験を行った。

　図１に曲げ試験の方法を示す。曲げ試験は東京衡機製

造所製実大木材強度試験機を用いて縦使い方向の荷重で

a：a：支点と荷重点の距離、c：荷重点間距離、倍：厚さの倍率。

表１　曲げ試験の条件

条件

寸法 曲げ試験の条件ａ） 本数
（実用機での本数）	幅	 厚さ 長さ（倍） スパン（倍） 	a（倍） 	c（倍）	

（㎜） （㎜） （㎜） （㎜）	 （㎜） （㎜） （本）

１	 105	 	120

1800（15）	 1560（13）	 	480（４） 	600（５） ５（５）	

34
（20）

2520（21）	 2280（19）	 	840（７） 	600（５） ５（５）	

3000（25）	 2280（19）	 	840（７） 	600（５） 11

5985（49.9）	 2280（19）	 	840（７） 	600（５） ８（５）

5985（49.9）	 5400（45）	 2100（17.5）	 1200（10）	 ５（５）

２	 105	 	150

2100（14）	 1800（12）	 	600（４） 	600（４） ５（５）	

31
（20）

3000（20）	 2700（18）	 1050（７） 	600（４） 10（５）

3650（24.3）	 2700（18）	 1050（７） 	600（４） ３

5380（35.9）	 2700（18）	 1050（７） 	600（４） ５（５）

5985（39.9）	 5400（36）	 2100（14）	 1200（８） ８（５）

３	 105	 	180
3650（20.3）	 3240（18）	 1260（７） 	720（４） ８	

11
5985（33.3）	 3240（18）	 1260（７） 	720（４） ３

４	 105	 	210

2200（10.5）	 	1680（８）	 	420（２） 	840（４） 10

61

3000（14.3）	 2730（13）	 945（4.5）	 	840（４） 10

4200（20）	 3780（18）	 1470（７） 	840（４） 15

4600（21.9）	 3780（18）	 1470（７） 	840（４） ６

5200（24.8）	 4830（23）	 1995（9.5） 	840（４） 10

5985（28.5）	 5880（28）	 2520（12）	 	840（４） 10

５	 105	 	240 4985（20.8）	 4320（18）	 1680（７） 	960（４） ８	 ８

６	 105	 	270

3780（14）	 3240（12）	 1080（４） 1080（４） ５（５）	

26
（15）

5380（19.9）	 4860（18）	 1890（７） 1080（４） ５（５）	

5500（20.4）	 4860（18）	 1890（７） 1080（４） ５

5985（22.2）	 4860（18）	 1890（７） 1080（４） ６

5985（22.2）	 5400（20）	 2100（7.8） 1200（4.4） ５（５）

７	 105	 	300
4200（14）	 3600（12）	 1200（４） 1200（４） ５（５）	 23

（15）5985（20）	 5400（18）	 2100（７） 1200（４） 18（10）	

合計 194（70）
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行った。長さが厚さの20倍以上の試験体では、集成材の

JAS に準拠して、原則としてスパンを厚さの18倍、支

点と荷重点の距離を厚さの７倍、荷重点間距離を厚さの

４倍としたが、スパンをできるだけ大きくした条件につ

いても行った。長さが厚さの20倍未満では、原則として

スパンを厚さの12倍、支点と荷重点の距離を厚さの４倍、

荷重点間距離を厚さの４倍とした。

　荷重 P とスパン中央の変位δとの関係を測定し、式

⑴を用いて曲げヤング係数 EB を算出した。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　⑴

　ただし、L：スパン、a：支点と荷重点の距離、b：幅、

h：厚さ。

　図２にたわみ振動試験の方法を示す。両端自由条件に

おけるたわみ振動の１次の節の標準位置（両端から

0.224l、l：長さ）で試験体を縦使い方向で支持し、試験

体の材中央の上面をプラスチックハンマーで打撃し、同

位置において加速度ピックアップでたわみ振動周波数
fF を測定した。たわみ振動周波数の解析は、エーティー

エー社製グレーディングマシン HG-2001を用いて行っ

た。また、試験体を上記と同じ標準位置で支持し、試験

体の木口面をプラスチックハンマーで打撃し、リオン社

製 FFT アナライザー SA-77を用いて打撃音の縦振動周

波数 fL を測定した。

　幅105㎜、厚さ210㎜、長さ5985㎜の集成材10本につい

ては、支点位置の違いによるたわみ振動周波数の変化を

検討するために、支点を両端から100㎜間隔で変化させ

て材中央を打撃した場合について、たわみ振動試験を

行った。なお、標準位置付近では支点を50㎜間隔で変化

させた。また、打撃位置の違いによるたわみ振動周波数

の変化を検討するために、支点を標準位置にして、打撃

位置を一端から200㎜間隔で変化させた場合について、

たわみ振動試験を行った。さらに、材長の違いによるた

わみ振動ヤング係数の変化を検討するために、材長を両

端から100㎜ずつ切断した場合について、材中央の上面

を打撃したたわみ振動試験および木口面を打撃した縦振

動試験を行った。

　式⑵４）を用いてたわみ振動ヤング係数 EF を算出する

とともに、式⑶４）を用いてたわみ振動ヤング係数から

せん断変形の影響を取り除いた真のヤング係数 E0を求

め、式⑷５）を用いて曲げ試験の条件への補正値 ES を算

出した。式⑶中のパラメーター T は１に近い値であり、

初期値１を代入して左辺の T を求め、その値を次に右

辺の T に代入して新たな T を求めた。この計算を T が

一定値以内に収斂するまで繰り返した。T が一定値に

収斂するためには、長さ5985～3600㎜の試験体では１回、

長さ3400～1600㎜の試験体では２回、長さ1400～1000㎜

の試験体では３回の計算が必要であった。従って、各種

条件の試験体においては、やや多めに見積もると５回の

計算を行えば良いと考えられる。

図１　曲げ試験の方法
（ａ：支点と荷重点の距離　ｃ：荷重点間距離）

図２　たわみ振動試験の方法
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⑵

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　⑶

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　⑷

　 た だ し、W： 重 量、i2＝ I/A ＝ h2/12、s=1.17、E/

G=15、m=4.730、F1（m）=49.48、F2（m）=12.30、： １ 次

振動モードの両端自由条件において振動次数により定ま

る定数。

　式⑸を用いて縦振動ヤング係数 EL を算出した。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
⑸

2.2　実用機でのたわみ振動ヤング係数の測定

　図３に実用機でのたわみ振動ヤング係数の測定方法を

示す。試験体の幅、厚さおよび長さを入力された試験体

は、標準位置にセットされた支点台上に位置決めされ、

下方からシリンダーで材中央を打撃される。支点台の

ロードセルで重量、加速度ピックアップでたわみ振動周

波数が測定される。式⑵を用いてたわみ振動ヤング係数

が計算され、式⑶を用いて真のヤング係数に補正された

後に、式⑷を用いて JAS の曲げ条件すなわち長さが厚

さの20倍の条件における曲げヤング係数に補正される。

最終的には、後述する実験結果に基づく回帰式を用いて

ヤング係数が決定されて表示される。入口側での測定が

終了した試験体は、搬送された後に任意の長さに横切り

されて再度出口側で測定される。本研究では、出口側で

の測定結果について述べる。なお、最初の測定の後の試

験体の横切りは行っていない。

　実用機の測定範囲は、入口側では幅90～130㎜、厚さ

90～450㎜、長さ2900～12000㎜、出口側では幅90～130㎜、

厚さ90～450㎜、長さ1000～8000㎜である。

3.　結果と考察

3.1　�たわみ振動周波数と支点位置、打撃位置および長

さとの関係

　図４に幅105㎜、厚さ210㎜、長さ5985㎜の試験体にお

けるたわみ振動周波数と支点位置との関係を示す。支点

が標準位置から材端方向へ44㎜、材中央方向へ106㎜ま

での範囲では、標準位置における周波数とほぼ同じ値が

得られた。これらの範囲より外れた場合には、材端方向

では急激に周波数が増大し、材中央方向では徐々に周波

数が増大するとともにその後は急激に周波数が増大し

た。また、材端付近では標準位置における周波数よりも

低い値が得られた。以上より、正確な周波数を得るため

には、数10㎜程度の誤差は許容されるが、標準位置に支

点を設置する必要があることが分かった。

　図５に幅105㎜、厚さ210㎜、長さ5985㎜の試験体にお

けるたわみ振動周波数と打撃位置との関係を示す。打撃

位置が材端から800㎜までの位置および材中央から800㎜

までの位置において、材中央における周波数とほぼ同じ

値が得られた。支点位置付近では支点に近づくにつれて

周波数が高くなった。以上より、正確な周波数を得るた

めには、支点位置付近を避けて打撃する必要があること

が分かった。一般的には、材中央で打撃する場合が多い

が、正確に打撃位置を決定する必要はないといえる。図３�実用機でのたわみ振動ヤング係数の測定
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　図６に幅105㎜、厚さ210㎜、長さ5985㎜の試験体にお

けるたわみ振動ヤング係数の比と長さとの関係を示す。

集成材の JAS では厚さの20倍の長さの試験体を用いて

曲げヤング係数の測定を行う。そこで、たわみ振動ヤン

グ係数および曲げヤング係数は、厚さの20倍の長さ4200

㎜でのそれぞれの測定値との比で示した。長さが小さく

なるにつれてたわみ振動ヤング係数の比が低下した。長

さ1000㎜でのたわみ振動ヤング係数は長さ4200㎜のそれ

の0.54倍となった。また、長さ5985㎜では1.03倍となった。

曲げヤング係数の比は、たわみ振動ヤング係数の比と同

様に、長さが小さくなるにつれて低下し、長さ2200㎜で

の曲げヤング係数は長さ4200㎜のそれの0.79倍となっ

た。また、長さ5985㎜では1.03倍となった。たわみ振動

図４　たわみ振動周波数と支点位置との関係
（Ａ：支点の標準位置、打撃位置は材中央）

図５　たわみ振動周波数と打撃位置との関係
（Ａ：支点の標準位置、支点は標準位置）

図６　たわみ振動ヤング係数の比と長さとの関係
（○：たわみ振動の平均値、△：曲げの平均値）

図７　縦振動ヤング係数の比と長さとの関係
（○：平均値）

図８　真のヤング係数の比と長さとの関係
（○：平均値）
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ヤング係数の比と曲げヤング係数の比を比較すると、長

さ3000～5985㎜では両者は良く一致した。これは、たわ

み振動ヤング係数と曲げヤング係数では、長さの変化に

伴うせん断変形の影響がほぼ同じである３）ことによる

と考えられる。また、両者では内層や外層の材質の違い

が及ぼす影響がほぼ同じである６）ことによると考えら

れる。長さ2200㎜では後者の方が低くなったが、これは、

長さ2200㎜の曲げ試験においては、スパンが非常に小さ

いために高い荷重が必要となり、繊維と直角方向の圧縮

変形などの影響により測定誤差が生じたのではないかと

考えられる。

　図７に縦振動ヤング係数の比と長さとの関係を示す。

ここでは長さ4200㎜での測定値との比で示した。縦振動

ヤング係数の比は長さに関係なくほぼ一定の値を示し

た。また、長さ1000および1200㎜では正確な縦振動ヤン

グ係数が得られなかった。これは、試験体の厚さに比較

して長さが小さいために、試験体本来の固有振動周波数

以外の周波数成分が数多く発生し、周波数のピーク値を

特定することが困難であったためである。

　図８に式⑶を用いてたわみ振動ヤング係数から求めた

真のヤング係数の比と長さとの関係を示す。ここでは長

さ4200㎜での測定値との比で示した。真のヤング係数の

比は長さに関係なくほぼ一定の値を示した。図７に示し

た縦振動ヤング係数で明らかなように、試験体本来のヤ

ング係数は長さに関係なくほぼ一定の値を示すと考えら

れるので、真のヤング係数の算出方法は妥当であるとい

える。

3.2　曲げヤング係数とたわみ振動ヤング係数との関係

　図９に曲げヤング係数とたわみ振動ヤング係数との関

係を示す。ここで、前述のように幅105㎜×厚さ210㎜×

長さ2200㎜の10本の試験体の曲げヤング係数は誤差が大

きいと考えられるのでこれらのデータは除外した。従っ

て、解析に用いた試験体は184体となる。

　曲げヤング係数とたわみ振動ヤング係数は良好な相関

関係を示し、測定値では後者は前者より３％高くなった。

測定値から真のヤング係数を求めた後、曲げ試験の条件

における曲げヤング係数に補正した補正値も測定値と同

様の関係を示した。両者の回帰式⑹を用いて変換した値

（以下、回帰値と略す。）は曲げヤング係数と一致した。

　　y = a x + b：a = 1.0051．b = −0.4509　　　　　　⑹

　ここで、回帰式⑹を用いた場合には、たわみ振動ヤン

グ係数は平均値では曲げヤング係数と一致するが、半数

の試験体では曲げヤング係数を上回ることとなる。そこ

で、式⑺を用いて信頼水準75％の95％上側許容限界値

T （以下、上限値と略す。）を求めた。

　T = x̄+ K・S　　　　　　　　　　　　　　　　　　⑺

図９�曲げヤング係数とたわみ振動ヤング係数との関係
（○：測定値、△：補正値、□：回帰値、◆：上限値）
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ただし、：x̄ 平均値（ここでは y = a x + b 上の点）、：

K=1.732：試験体数に依存する定数（ｎ =200の値）、S：

標準偏差。

　測定値 x0から回帰式⑹を用いて回帰値 y0を求め、次

に y = a x + b 上の y0に対応する x1を求め、これと測定

値との差 X0− X1の標準偏差 S＝0.270を求めた。これら

より得られた K・S を用いると上限値の回帰式は式⑻と

なる。なお、上限値は曲げヤング係数よりも４％低くなっ

た。

y = a x + b：a = 1.0051．b = −0.4509 − aK・S = −0.9209

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　⑻

　図10に曲げヤング係数と縦振動ヤング係数との関係を

示す。スギ等の正角製材品等では曲げヤング係数と縦振

動ヤング係数は良く一致する１）ことが知られているが、

本試験では両者の相関は低くなった。縦振動ヤング係数

ではせん断変形の影響がなく、内部に異なる材質が存在

する場合もその存在位置による影響がなく、全体の平均

値としてのヤング係数が測定される。一方、縦使い方向

の曲げヤング係数では、せん断変形の影響が大きいとと

もに、縦方向の材質の違いによる影響が大きい。このよ

うなヤング係数に影響を与える因子により両者の相関が

低くなったと考えられる。そこで、せん断変形および内

部の材質の影響が小さい状態として試験体を横にして平

使い方向のたわみ振動ヤング係数を測定した。その結果、

平使い方向のたわみ振動ヤング係数と縦振動ヤング係数

は良好な相関関係を示した。

　図11にヤング係数の測定値から決定した強度等級を示

す。集成材に表示されている JAS 強度等級は E105およ

び E120等級であるが、曲げヤング係数の測定値から決

定した強度等級にはこれらの等級以外にも E95、E135

および E150等級があった。

　たわみ振動ヤング係数から決定した強度等級と曲げヤ

ング係数から決定した強度等級を比較すると、補正値で

は等級が同一であるものが76％、１ランク上のものが

23％、１ランク下のものが１％となった。回帰値では等

級が同一であるものが80％と非常に高く、１ランク上が

６％、１ランク下が14％となり、曲げヤング係数から決

定した等級と良く合致しているといえる。また、上限値

では等級が同一であるものが62％とやや低く、１ランク

下が38％となり、やや適合性が低いがすべてが曲げヤン

グ係数から決定した等級を上回らないことが分かった。

�図10�曲げヤング係数と縦振動ヤング係数との関係
（○：縦使い、▲：平使い）

図11　測定値から決定した強度等級と強度等級の誤差
（−１：等級が１ランク下、同一：等級が同一

　　　＋１：等級が１ランク上）



Bull.	Nara	For.	Res.	Inst.（40）20118

　図12に集成材に表示されている JAS 強度等級と実際

の曲げヤング係数から決定した強度等級との関係を示

す。E105等級の試験体では JAS の平均値の規定値

10.5kN/㎟を下回ったものが11％あったが、E120等級で

は平均値の規定値12.0kN/㎟を下回ったものが60％と非

常に多くなった。また、すべての試験体では、下限値の

規定値である E105等級は9.0kN/㎟、E120等級は10.0kN/

㎟をそれぞれ上回った。

3.3　実用機での測定結果

　実用機では幅、厚さおよび長さは測定していないが、

入力された呼び寸法は2.1で行った測定値（以下、実験

値と記す。）と一致している。個々の試験体では、幅お

よび厚さの誤差の最大値は１％以下であり、長さでは誤

差は認められなかった。重量は実験値より１％低くなっ

図12　�JAS 強度等級と曲げヤング係数との関係

図13　�実用機における曲げヤング係数とたわみ振動ヤ
ング係数との関係

（○：測定値、△：補正値、□：回帰値、◆：上限値）

（規格外：下限値に満たないもの。下限値：E105は9.0～

10.5kN/㎟、E120は10.0～12.0kN/㎟。規定値：E105は

10.5～12.0kN/㎟、E120は12.0～13.5kN/㎟。＋１：E105

は12.0～13.5kN/ ㎟、E120は13.5～15.0kN/ ㎟。 ＋ ２：

E105は13.5kN/㎟以上、E120は15.0kN/㎟以上。）
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た。個々の試験体では、重量の誤差の最大値は２％であっ

た。周波数は実験値より１％高くなった。個々の試験体

では、周波数の誤差の最大値は３％となった。周波数の

誤差が大きくなるのは、幅105×厚さ120×長さ5985㎜の

最も細長い試験体であった。たわみ振動ヤング係数は実

験値より３％高くなった。個々の試験体では、ヤング係

数の誤差の最大値は８％となった。ヤング係数の誤差が

大きくなるのは、幅105×厚さ120×長さ5985㎜の試験体

であり、周波数の誤差の影響が最も大きいと考えられる。

　図13に実用機における曲げヤング係数とたわみ振動ヤ

ング係数との関係を示す。ここで、測定値、補正値、回

帰値および上限値は、それぞれ式⑵、式⑷、回帰式⑹お

よび回帰式⑻を用いて求めた。実用機での測定値は曲げ

ヤング係数より６％高くなった。補正値は同様に６％高

く、回帰値は３％高く、上限値は２％低くなった。回帰

値および上限値を用いることによりたわみ振動ヤング係

数と曲げヤング係数が良く一致するようになったといえ

る。

　図14に実用機のたわみ振動ヤング係数の測定値から決

定した強度等級を示す。図11に示す実験値と同様の結果

となった。たわみ振動ヤング係数から決定した強度等級

と曲げヤング係数から決定した強度等級を比較すると、

補正値では等級が同一であるものが56％、１ランク上の

ものが44％となった。回帰値では等級が同一であるもの

が80％と非常に高く、１ランク上が20％となり、曲げヤ

ング係数から決定した等級と良く合致しているといえ

る。また、上限値では等級が同一であるものが77％とや

や低く、１ランク下が23％となり、やや適合性が低いが

すべてが曲げヤング係数から決定した等級を上回らない

ことが分かった。

4.�まとめ

　スプルース構造用集成材194本を用いて、たわみ振動

法によりヤング係数を測定し、曲げ試験によるヤング係

数との比較を行った。その結果、すべての条件の集成材

において、たわみ振動ヤング係数と曲げヤング係数は良

く一致し、たわみ振動法では長さの変化および内外層の

材質の変化に伴うヤング係数の変化に関して曲げヤング

係数と同等の測定が行えることが分かった。

　曲げヤング係数の測定結果より強度等級区分を行う

と、ラミナのヤング係数の測定により決定された強度等

級と一致するものは38～50％であったが、集成材のたわ

み振動ヤング係数により決定された強度等級では80％の

試験体試験体において一致した。

　実用的な装置により測定したたわみ振動ヤング係数は

実験室での測定値とほぼ同一であり、曲げヤング係数と

良く一致した。以上より、工場内で集成材のヤング係数

を測定する方法としては、たわみ振動法は最も優れた方

法であるといえる。
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